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二部門内生的成長モデルにおける長期均衡経路の非決定性

山 根 雄二郎

1 はじめに

「アジアの奇跡」といわれるように，戦後のアジア諸国，特にNIESやASEAN諸国の経済成長にはめ

ざましいものがある。これらの国々の経済的な水準は最近さまざまな混乱があるとはいえ，先進諸国

の水準に急速に近づいてきている。けれどもアジア諸国，とりわけ東南アジア諸国の動向を詳しくみ

てみると，一方では高い経済成長を遂げている国もあれば，他方で経済が停滞している国もある。し

かし，これらの国々は50年前の第二次世界大戦直後においては，その 1人当たりでの国民所得の水準

はほぼ同一であった。それが50年の期間を経て，なぜその水準に大きな差が生じたのであろうか。本

稿の問題意識はここにある。

Benhabib and Perli (1994）においては，上述の各国の成長経験が異なることを次のように考えて

いる。すなわち，各国は同一の均斉成長経路（BalancedGrowth Path [BGP］）に収束するけれども，

均斉成長経路に向かう長期均衡経路が国ごとに違い，均斉成長経路に向かうなかで各国の経済的な水

準に大きな差がみられるということである。このように均斉成長経路に向かう長期均衡経路が複数存

在するような状態を，長期均衡経路の非決定性（Indeterminacyof Equilibria）という。本稿では長

期均衡経路が複数現れる仕組み（すなわち，長期均衡経路の非決定性が生ずるメカニズム），または長

期均衡経路が 1つしか現れない仕組みを明らかにし，それぞれの状態での均斉成長経路の安定性を検

討する。

本稿では二部門内生的成長モデルを用いて，分析を進めている。二部門モデルに経済成長を関連さ

せて議論を行っている文献として，Uzawa(1965), Lucas (1988), Caballe and Santos (1993), Mulligan 

and Sala-i”Martin (1993), Mino (1996), Bond, Wang and Yip (1996）があげられる。本稿のモ

デルは， Lucas(1988), Caballe and Santos (1993）にその多くを負っている。また長期均衡経路の

非決定性を取り扱った先行研究として， Benhabiband Farmer (1994), Benhabib and Perli (1994) 

がある。特にBenhabiband Perli (1994）は最終財生産において人的資本の外部性を考慮したことを，

その特徴としている。

本稿の構成は以下の通りである。第2節ではモデルを設定する。第3節では均斉成長経路を定義す

る。さらに均斉成長経路が一意に定まるパラメータ空間を導出する。第4節では長期均衡経路が 1つ

のみ現れる，または複数現れるメカニズムを明らかにする。その際あわせて均斉成長経路の安定性を

検討する。最後に第5節では本稿の要約を行うことにする。
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2 モデルの構成

本稿で想定している経済は，家計部門，最終財部門，教育部門の 3つの部門から構成されている。

各部門の活動は以下のように要約される。

[1] 家計部門

すべての家計は同一の選好を持つと仮定する。また家計は消費者と生産者の 2つの側面を兼ねた家

計生産者（householdproducer）であるとするo このとき，代表的家計の通時的効用関数は次のよう

に設定される。

-roo c(t)l－σ－1 人 1－σ e一切t. (1) 

c(t）は時点 tにおいての 1人当たりの消費を， ρは主観的割引率を表している。そして σは異時点

間代替弾力性の逆数を示し，Oくσく1とする。また代表的家計は最終財部門と教育部門に労働を供給す

る。ここで，代表的家計の供給する労働は労働時間で表し，最終財部門と教育部門にそれぞれu,l-u 

の割合で配分することとする。本稿のモデルでは，人口は成長しないものとする。

[ 2 J 最終財部門

最終財部門の 1人当たりの生産関数は次のように設定される。

F(k, h)=Aが（uh)1βht (2) 

kは1人当たりの物的資本ストックを， hは1人当たりの人的資本ストックを示している。また β

は資本分配率を， Aは技術ノfラメータを表し， A>Oと仮定する。最終財は消費と投資の双方に利用す

ることができる。さらにんは人的資本の平均水準を表し，次のように定式化されている。

h一100仰（h)

G一 fo00N(h)
(3) 

hは労働者の人的資本の水準を， N(h）は人的資本の水準がhである労働者数を表している。水準h

の範囲は［0,oo）である。このことは労働者には人的資本の水準がゼロである不熟練労働者から，人的

資本の水準が非常に高い（すなわち，人的資本の水準が無限大に近い）熟練労働者までいることを示

している。また yは人的資本がもたらす外部効果を示している。

[ 3 J 教育部門（人的資本生産部門）

教育部門の 1人当たりの生産関数は次のように設定される。

G(h)=Bh(l-u). (4) 

δは技術ノfラメータを表し， 8>0と仮定する。また本稿のモデルでは物的資本，人的資本の双方と

も減耗しないと仮定する。よって，物的資本，人的資本の動学方程式は次の形になる。

k=Akβhlーβh~－ c,

h=Bh(l-u). 

(5) 

(6) 

cは任意の時点 tにおいての 1人当たりの消費 c(t）を表している九次に家計の行動をみていくこ
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とにする。家計には歴史的与件として初期時点に次のような資本ストックが与えられている。

k(O)=ko>O, h(O)=ho>O. (7) 

ここで，各時間経路の定義を与える。まず実行可能経路を考える。実行可能経路は以下の条件を満

たす経路 k(t), h(t), c(t), u(t）であるo

(1) 関数 c(t), u(t）は時間 tに関して区分的連続関数である。

(2) 関数以t), h(t）は時間 tに関して区分的に連続微分可能な連続関数である。

(3) 任意の時点 tE[O, oo）において次のことが成立している。

五(t)=Ak(t）β（u[t]h[t])1一切α（t)l-c(t),li(t)= oh(t)(l -u[t]). 

次に長期均衡経路を定義する。長期均衡経路とは次の条件を満たす経路氏t), h(t), c(t), u(t）で

ある。

(1) 歴史的与件（ko,h。）から出発する実行可能経路の集合に含まれる。

(2）評価関数は最大化される。

すなわち，長期均衡経路氏t），五(t), c(t), u(t）上にある家計の通時的効用は，歴史的与件

(ko, ho）から出発する任意の実行可能経路 k(t),h(t), c(t), u(t）上の家計の通時的効用を上回っ

ている。つまり，任意の実行可能経路 k(t),h(t), c(t), u(t）に対して，次式が成立している。

100 c(t)lーσ－1 {ooc(t)lーσ－1
e一切 弓 1－σ e切．

実行可能経路と長期均衡経路の定義を用いて，家計の行動は次のようにいえる。家計は外部性の経

路が所与の経路ん（t)に従うと予想し，かつ歴史的与件が与えられたもとで，自らが位置する経済発展

経路が長期均衡経路に一致するように，時間経路k(t),h(t), c(t), u(t）を決定する。また家計の通

時的効用関数に関連させると，上記の家計の行動は以下のように言い換えられる。つまり，家計は歴

史的与件と所与の外部性の経路，状態変数の動学方程式を制約条件として，通時的効用を最大にする

ように各変数の時間経路を選択する。よって，家計の最大化問題は次のようになる。
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(8) 

subject to 

k=Akβ（ uh)1ーβh~－ c,

Ii= oh(l -u)' 

k(O)=ko>O, 

h(O)=ho>O, 

ha( t) : given. 

次に家計の最適化問題を解くことにする。カレント・バリュー・ハミルトン関数は次のようになる。

c1－σ－1 -
H(c, k, h, u, t）＝寸士吉一＋ 111(Aが［ uh]1 βh~－C) + 112( oh[l -U ]). 

よって，一階条件が以下の形で得られる。

(9) 

1）以後特に注意のない限り， cは c(t）を示している。また c(t）も必要に応じて利用する。他の変数k,hなどについ

ても同様である。
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i2＝ρ1)...2-A(l -/3))...1k句一βh~u1ーβ －｝...zδ（1-u). (13) 

外部性が存在するモデルの場合，最適化問題から導出された時間経路 h(t）が所与の外部性の経路

ha(t）に一致したときに （h(t）＝ん（t）），各変数の時間経路k(t),h(t), c(t), u(t）は長期均衡経路と

なる。ここで，条件以t)= ha(t）を一致条件（consistencycondition）という。

家計が位置する経済発展経路が長期均衡経路であるならば，以下の条件が満たされる。

(A) k(O）ニ仇＞O,h(O)=ha >O, 

(B) c－σ＝）...1, 

(C) A(l -/3))...1がhl一向ru－β＝）...2Bh,

（防 λ1ニ p)...1-)...1A/3kβーlhト β＋ru1β，

(E) ん＝ρん－A(l -/3))...ik句一β＋rul－β－｝...zδ（1-u),

（め Iimt叩 e一ρtMt)k(t)=O,Iimt→ooe－ρt}...z(t)h(t)=O. 

(B）から（E）までの条件より，次の 4つの動学方程式が導かれる。

k=Ak切1ーβ＋ru1ーβ－c,

li=Bh(l-u), 

・＿Aβ /J 1 1-/J 1ーβρc ------;;-k/i h 針 ru fieーをc,

it,－δ（β－r）ーz＋δ（1一β＋r）一 Cu 一 一十 一一一β 帥 1β 帥 h帥

これらの動学方程式は，長期均衡経路上においての均斉成長経路に向かう各変数の挙動を示してい

る。したがって，長期均衡経路は以下の形で得られる。

k(O）＝仇＞O,h(O)=ho>O, 

k=Akβhl－β＋ru1ーβ－c,

li=Bh(l-u), 
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\i~e－引（t)k(t)=O，；さ日e一pt}...z(t)k(t)=O.

上記の式（15),(16), (17), (18）から，本稿のモデルの長期均衡経路は四次元の微分方程式系で与えられる

ことがわかる。
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3 均斉成長経路の定義とその条件

まず均斉成長経路（BGP）を定義する。均斉成長経路とは次の条件を満たす経路 k*(t），が（t),c*(t), 

u*(t）である。

(1) 均斉成長経路 k*(t),h*(t), c*(t), u*(t）は，初期条件（k*(O),h*(O））から出発する実行可

能経路の集合に含まれる。よって，この経路上では以下の条件が成立している。

(a) 関数♂（t), u*(t）は時間 tに関して区分的連続関数である。

(b) 関数 k*(t), h*(t）は時間 tに関して区分的に連続微分可能な連続関数であるo

(c) 任意の時点 tE[O, oo）において次式が成立する。

k(t)=Ak(t）βh(f)1β＋ru(t）日 －c(t), 

h(t)= oh(t)(I -u[t]). 

(2）評価関数が最大化される。

すなわち，均斉成長経路 k*(t),h*(t), c*(t），が（t）上の家計の通時的効用は，任意の実行

可能経路 k(t),h(t), c(t), u(t）上の家計の通時的効用を上回っている。つまり，任意の実行

可能経路 k(t), h(t), c(t), u(t）に対して，次式が成立している。

1"" c*(t)1ーσ－I t (00 c(tド－I t 

1－σ e一切弓 1－σ e一μ
(3）各変数の成長率は一定になる口

本稿のモデルでは， BGPにおいての各変数の成長率を次のように定義する。

• k, h, Cはある一定の率で成長する。

• uは一定になる。つまり，す＝Oとなる。

またBGP上では各変数の成長率の聞に次のような関係が成立している。ただし，

μh＝すである 0

・消費cの成長率と物的資本hの成長率は等しい。すなわち， μc＝仰となる。

_I－β＋r 
・物的資本kの成長率と人的資本hの成長率は関係、 μhで結ぼれている。μk- I-/3 

c k 
μc=c' μk=k’ 

ここでモデルを簡単に扱うために新しい変数を設定し，長期均衡経路を四次元の微分方程式系から

三次元体系に締約する。ここでは， x（＝幼う竺1'._）と q（＝三）という変数を設定する。このとき，三次元一 －k

体系は以下のように導かれる。

i=Axβμ日十件（I-u)x-qx,

q=q2十A¢xβー1u1ーβq-tq,

二一一一2 I 世（β－1）一 一
帥 γ帥 1 /3 帥 可帥
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ここで， <p=_§_(l戸tr),¢=1-1, s三f，戸 δ（ケ）とする。この三次元体系は平衡点

(x*, q＊，が）を持つ。よって，各変数の定常状態値は次のように導かれる。

x＊－｛βt-0[1－β＋rトδ［β－r]u＊やu*,
-, Aβゆ ／

q*=r;u＊＋ δ（1－β＋r) 
/3 

u牢－1一（1－ β）（ρ－ δ）
- o(r－σ［1一β＋r］） ・

哨

M，

A
川

可

内

切

向

日

相

川

υw

向

u－

次に三次元体系の平衡点がモデ、ルのBGPに対応していることを示す。まずuが u＊に固定されるこ

とは， BGPにおいてuが一定になることに一致する。さらに k, h, Cの成長率を変数x, q' uで

表すことにする。

す＝AxP-1u1ーβ－q,

{=0(1一ω
C AB R-1 1 - R ρ  

一一＝二一一ーァ－xr-u-rームー－
cσσ  

平衡点ではx, qがx*,q＊に定まるので， k, h, Cの成長率は一定になる。ゆえに，三次元体系

の平衡点とモデルのBGPは対応している。

ここで，モデルのBGPが一意に定まるパラメータ空間を検討する。なぜなら，パラメータの値によっ

てBGPが複数現れる可能性があるからである。よって， BGPが 1つのみ存在するパラメータ空間を求

める。このとき，最終財生産に配分される人的資本の割合の定常状態値♂は正の値をとり，区間

(0, 1）内にあることを利用している。よって，次の条件が導かれる。

一δ （1－β）（ρ－δ）>O，く1.
r－σ（1－β＋r） δCr一σ［1－β十r])

したがって， BGPが一意に定まるパラメータ空間は次のようになる。

θ1={8Eθ10くpくδ，σ＞1＋す｝， 。。

θ2三｛BEθ｜δくρく－cp，σく1＋す｝ (27〕

ただし， 8（三 ［A,/3, r，δ，ρ，σ］）はモデルのパラメータが含まれるパラメータ空間を表している。

これ以降の分析はパラメータ空間 θl，θz内に限定される。

次に横断性条件を検討する。家計が位置する経済発展経路が長期均衡経路であるならば，次の横断

性条件が得られることは既に確認した。

lime－ρtil1(t)k(t)=O, lime－ρtil2(t)h(t)=O. 

モデ、ルのBGPで横断性条件が成立するには，次のようになればよい。

I l, k¥ . I l2 Ji¥ limlー ρ＋_2._+-1く0 hml－ρ十ーム十一lく0.
t→∞＼ド 1¥1 k｝ ’t→∞＼ド il2 h} 
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この条件が三次元体系の平衡点で成立するかをみる。

ム k ま i2 h 堂一ρ＋オ十万＝－ou＊，ーρ＋云＋7t=-ou串

」」で，

-ou＊くOである。したがって，平衡点においても横断性条件は成立する2）。o>O, 0くu＊く1より，

この節では，次の二点について考察することにする。

(1) 歴史的与件（ん ho）が所与であるもとで，長期均衡経路が 1つのみ存在するパラメータ空間

と，長期均衡経路が複数存在するパラメータ空間を導出する。

均斉成長経路の局所的な安定性を検討する。ここで均斉成長経路が安定的であるとは，所与

の歴史的与件（ん ho）から出発する経済がBGPに収束することを意味している。

これらの点に関して，以下の命題が得られる。

長期均衡経路の非決定性の検討4 

(2) 

θεθ1ならば，長期均衡経路はただ 1つ存在する。このとき，三次元体系のヤコビ行列は 1

つの実数部が負となる固有値と， 2つの実数部が正となる固有値を持つ。

命題 l

8Eθ2とする。

r＞βならば，長期均衡経路は複数存在する。このとき，ヤコビ行列は 1つの実数部が正とな

る固有値と， 2つの実数部が負となる固有値を持つ。

Oくy三二3ならば， θ2は θ子と θFの2つの空間に分割され，

命題2

(1) 

そして各々について次のことが(2) 

成立する 0

0εθfならば，長期均衡経路は複数存在する。このとき，ヤコビ行列は 1つの実数部が正

となる固有値と， 2つの実数部が負となる固有値を持つ。

8EθFならば，均斉成長経路は不安定である。ここでBGPが不安定であるとは，所与の歴

史的与件から出発する経済がBGPに収束しないことを意味している。このとき，ヤコビ行列

は3つの実数部が正となる固有値を持つ。

ここで，モデルのパラメータが各ノfラメータ空間に含まれているならば，ヤコビ行列の固有値の符

号が命題 1' 2のようになることを証明する。前節で三次元体系は以下の形に導かれた。

(a) 

、‘，，，，hu
 

r

，，‘、

2）θEE61，θEEθzならば， u＊は端点解をとる。ここでは， u＊が端点解をとる場合（u*=O, u*=l）を考察する。

[ 1 J u*=lの場合

h一宇人的資本hの動学方程式（16）より 一一Oとなる。」れは人的資本が一定率で成長するというBGPの定義（持続的
’h 

成長）に矛盾する。

[ 2] u*=Oの場合
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よって，
I i1 k ¥ . I i2 Ji ¥ liml－ρ＋ー土＋－1=0 11ml －ρ＋ー乙十一l=O.

t-oo＼ ド tt1 kl ’t司∞＼ド tt2 h I 
したがって，横断性条件は成立しない。

λh  －ρ＋＿＿：！＿十一＝－8u*=O,tt1 k 
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i=Axβu1ーβ十砂（1-u)x-qx,

q=qz+A¢〆－1u1ーβq-sq,

砂（β－1)
U = 7JU + /3 U qu. 

三次元体系を平衡点 （x*,q*, u＊） の近傍において線形近似する。各動学方程式について i=F1(x,

u, q), u=F2(x, u, q), q=F3(x, u, q）とおき，一階のテーラー展開を行うと次のようになる。

a 1 a i=F1（・）十万F1（・）（x-x＊）＋一－F（・）（uーが）＋－F1（・）（q-q*)+ R1, au oq 

u=F2(・）十手F2（・）（x-x*)+_LF2(・ )(u－が）十一色F2（・）（q一q＊）＋品，ox au oq 
a a q=F③（・）＋－F3（・）（x-x*)+-F③（・）（u－♂）＋ヱ－F3（・）（q-q本）＋R3・au oq 

平衡点においては， F1(・）＝F1(x*,uヰ， q本）＝0,F2(・）＝F2(x*,u牢， q＊）ニ 0,F3（・）＝F3(x*,u*, 

q*)=Oとなる。また平衡点に近づけば近づくほど，各剰余項 Rh=l,2, 3）は無視できるほど小さく

なる。したがって，線形化された体系は次の形になる。

（子）（苅u = ~q f.ηu 引サ
q ]ti吟京 一月吟京 q牢 ¥q-q本

ただし， Jti= A(/3-l)[x＊］βI[u*]1ーβである。そして，上記のヤコピ行列を／本で表すことにする。

πをヤコビ行列戸の固有値とおくと，次式が得られる。

／月一π ---S:--(Jti＋附） -x* ¥ 

（／本－7rI)=I O -* ・・ r;u*-Jr. -u* ) 

＼月作す -ncf>{云 q＊ー π／

Iは単位行列を表している。このとき，ヤコビ行列J*の固有方程式は次のようになる。 det(]*

一πI)=Oを用いると，

一π3+Tr（］＊）πz_ B(J＊）π＋ det(J*) = 0. (28) 

ここで， Tr（］牢）＝]ti＋仰 ＊＋qヘB（戸）= r;Jt'iu* + Jfiq* ＋初本q*,det(J*)=J主u*q＊（砂ゆ＋r;[l十世］）

である。命題 1, 2の固有値の符号に関する帰結を証明するために，次の定理を利用する。

定理 l 上記の固有方程式において，正の実数部をもっ根（固有値）の数は，以下の項の集まりで

の符号の変化数に等しい。

ここでの項の集まりとは，次のものである。

det(J*) 
-1, Tγ(J本）， -B(J＊）＋与さ持寸， det(J*).Tシ（］＊）

また各項の符号を決定するのに，以下の補題を用いる。

補題 1 det(J＊） について以下のことが成立する。

。εθ1ならば， det(J＊）くO，また θεθ2ならば， det(J*)>O.

補題2 8E81，または θεθ2とする。 Tr（］本）について以下のことが成立するo
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yく2/3ならば， Tr(J*)>O，また r>2βならば， Tr（！本）＜O.

補題3 0εθI，または θεθ2とする。 B(J＊） について以下のことが成立する。

r>/3ならば， B(J水）く0.

以上で命題 1' 2の固有値の符号に関する帰結の証明の準備が整った。はじめに，命題1の証明を

行うことにする。補題1から (JEB1より， det(J＊）くOとなる。よって，固有値の符号に関して 2つの

場合が考えられる。

(a) ヤコビ行列J*は3つの実数部が負となる固有値を有する。

(b) ヤコビ行列戸は 2つの実数部が正となる固有値と， 1つの実数部が負となる固有値を有する。

* det(J*) 
(a）の場合が成り立つには， Tr（！＊）く0, -B(J ）＋ヲ亨U可くOとなる必要がある。補題 2から

Tr（！＊）くOが成立しているときには r>2βとなる。補題3から r>/3ならば， B(J本）くOとなる。ょっ

det（戸）
て－B(J*)+ >Oとなるので，（a）の場合は成立しない。したがって (jE:@1ならば，ヤコビ行列Tr(!*) 

は2つの実数部が正となる固有値と， 1つの実数部が負となる固有値を持つ。

次に命題2の証明を行うことにする。補題1から (JEθ2より， det(J*)>Oとなる。よって，固有値

の符号に関して次の 2つの可能性が考えられる。

(c) ヤコビ行列が3つの実数部が正となる固有値を持つ。

(d) ヤコビ行列が 1つの実数部が正となる固有値と， 2つの実数部が負となる固有値を持つo

以下ではパラメータの範囲を 3つの場合に分け，それぞれについて固有値の符号を検討するo

(1) Oくrζβの場合

本 det(J＊） 口

補題2から Tr（！牢）＞Oとなる。しかし， B(J*),-B(J ）十与さ持寸の符75'は不定である。ょっTγerり
て，（c), (d）の場合の双方が成立している。

(2) βくyζ2β の場合

det（戸）
補題2から Tが）＞Oとなる。また補題3から B(J＊）くOとなる。ゆえに， －B（戸 ）＋ 告桝

>Oが得られる。よって，（d）の場合が成立している。

(3) 2βくγの場合

detU本）
補題2から Tr（！＊）くOとなる。また補題3から B(J牢）くOとなる。しかし， －B(J＊）＋与さ持寸Tシ］＊）

の符号は不定である。よって，（d）の場合が成立している。

以上のことから，次の帰結が導かれる。

[A] γ＞βならば，ヤコビ行列は 1つの実数部が正となる固有値と， 2つの実数部が負となる固

有値を持つD

[BJ Oくy壬βならば，ヤコビ行列は 1つの実数部が正となる固有値と 2つの実数部が負となる

固有値を持つか， 3つの実数部が正となる固有値を持つ。

次に各場合の固有値の符号が上記のように定まったとき，長期均衡経路がどのようになるかを考え
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る。ここで分析が複雑になるのを避けるために，ヤコビ行列fの固有値は異なる 3つの実数根である

と仮定するo まず前述の線形化された体系を下の形に変形する。

付＼ ／ 月 －芸（］ti十附） -x*¥ /x¥ 
l・1 I 0 一明串 本 lI ¥ I U 1-1 AηU -u 11 U I 

＼け ¥1i1q －児科L q* J ¥q J 
‘’‘一 ：ぱ置、．

I 11~ －芸U仰が） -x*¥ /-x*¥ 

+{ O金・・ r;u* -u* J f -u* J. 
いや -JM)f7 q* / ¥-q*) 

IX¥ I -x* ¥ 

この体系をベクトルを用いて表すと， w=J本w+zとなる。ただし， w=Iu I, z=J本I-u* Iとす
¥ I ¥ * I ¥q/ ¥-q I 

る。固有値に関する仮定より，ヤコビ行列戸の各固有ベクトルは一次独立であるo hi, h2, h3をヤコ

ビ行列の固有ベクトルとするとき，次の性質を持つ行列Sが設定される。

w=Sy, h1=Se1, h2=Se2, h3=Se3・

I YI¥ I I ¥ I O ¥ I O ¥ 
ここで，グ＝IY2 I, eh=I, 2, 3）は単位ベクトルとする。つまり， e1= I o I, e2 = I 1 I, e3 = I o I 

＼グ3/ ¥ 0 / ¥ 0 / ¥ 1 / 

である。よって，行列SはS=(hi,h2, h3）と表される。固有値，固有ベクトルに関する仮定から行列

Sは可逆である。ゆえに， w=Syはy=s-1卸に変形することができる。このとき，行列の逆行列が

/ Sn S12 S13 ¥ 

s-1= I s21 s22 s23 Iで示されるとすると， y=S-1wは次式を表している。

¥ S31 S32 S33 / 

（仇（t
Y2( f) I = S21 S22 S23 I = U ( f) , . 

ys(t) / S31 S32 SぉI q(t) I 

したがって， yh=I,2, 3), x, y, qが時間 tの関数であり， Siii,j=l, 2, 3）が定数であるこ

とを考慮すると，

(tl¥ / ::: ::: ：：，＼川必（f) I = I S21 S22 S23 I = I U ( f) I 
f;s(t) / ¥s31 S32 S33/ ¥ q(t) / 

ベクトルを用いると，この体系は f;=S-1wと表される。さらに， w=]*w+z,w=Syから，

f;=S-1w=S-1]* Sy+S-1z. 

ところで，行列 s-1rsは以下のように変形される。ただ、し， Jl'i，払吊はそれぞれ固有ベクトル hi,

h2, h3に対応するヤコビ行列fの固有値である。

s-1r s=s-1J*(h1, h2, h3) 
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ニ（厄e1，厄e2，厄e3).

ゆえに，体系は次の形になる。
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上述の微分方程式側を解くと，各変数の時間経路が次のように導かれる。

山 ）＝e1r1tbi－毛迄＇ (i=l, 2, 3). 
H ・

ここで S;:-1(i=l,2, 3）は行列 s-1の第 i行を， Mi=l,2, 3）は任意定数を表している。よって，

座標変換された体系は下の形で与えられる。

（州！l)C ~. L)川口約（t）ニ oe1r2t o I b2 I + I 
vlt) 0 0 e7rst ¥ b3/ 二三ど乏／

／♂it o o ¥ I b1 ¥ 

この体系をベクトルを用いて表すと， y=Eb+vとなる。ただし， Eニ｜ 0 6π2t o l,b=lb2I, 
¥ 0 0 eπatJ ¥b3/ 

I S11z、

v=I二警￥｜とする。ここで，座標変換された体系をもとの変数の体系に戻すことにする。

＼」二三亙1乏／

ωニ Sy=S(Eb+v)

= e1r1tb1h1 + e1r2tb2h2+ e7ratb3h3ー｛主勾1＋宣勾2＋主！乏hJ
＼ π1πhπち／

すなわち，変数をx, u, qとする三次元体系は次の形に導かれる。

( x(t) ばt)） ~e ''b h +e "b h +e b h，一（~h ＋~h引（30)
πlπ＝ π3 

q(t) 

三次元体系は上記の時間経路側の形に導くことができた。以下では本節の冒頭であげた二点につい

て検討することにする。

LニE土ζ
ここで三次元体系の変数について考える。変数zの定義は Z三幼 βー1 である。家計は歴史的与件と

して k（併ko>O,h(O)=ho>Oが与えられているので， Zの値は所与であるといえる。また， q（三三），

uはそれぞれ操作変数が組み込まれているので，家計は q, uの値を操作することができる。

(1) 吊く0,b2=0, b3=0の場合， BGPに向かう長期均衡経路がただ 1つ存在する。ゆえに歴史的

与件を与えられている家計が長期均衡経路上に位置するならば， BGPに収束する。このことか

ら， BGPは安定的であるということができる。

(2) Jr1 < 0，厄く0,b3=0の場合，固有ベクトル hi,h2に張られている平面上の経路すべてが長期

均衡経路となる。すなわち，長期均衡経路が複数存在する。ゆえに，歴史的与件を与えられた
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家計がこれらの経路のいずれかに位置するならば， BGPに収束していく。したがって， BGPは

安定的である。

(3) 厄＞O，厄＞0，厄＞Oの場合， BGPに向かう経路は存在しない。すなわち，家計がどの経済発

展経路上に位置してもBGPに収束しない。したがって， BGPは不安定である。

以上のことから，次の結論が導かれる。

(1) モデルのパラメータ空間 Oがパラメータ空間 θI，または r＞βの場合には θ2全体， Oくy豆

3の場合には θ2に含まれるならば，均斉成長経路は安定的である。他方， θが Oくy三二βの場

合に θFに含まれるならば，均斉成長経路は不安定で、ある。

(2）歴史的与件（ん h。）が与えられたもとで，モデルのパラメータ空間 θが θ1に含まれるなら

ば，長期均衡経路はただ 1つ存在する。他方 Oが r>/3の場合に θ2に，または O<r三二3の場合

にθFに含まれるならば長期均衡経路は複数存在する。

結論の第二点に関して以下のような解釈ができる。本稿のモデルでは，家計は家計生産者であると

仮定している。よって，家計の行動は経済の動向を示しているといえる。したがって，長期均衡経路

がただ 1つしか存在しないならば， BGPに収束する経済はすべてその経路上に位置するので，同じ成

長経験を経ることになる。一方長期均衡経路が複数存在するならば， BGPに収束する経済が異なる経

路上に位置することもあるので，各経済が異なる成長経験を経る場合もある。

5 おわりに

本稿では二部門内生的成長モデルにおいて，長期均衡経路の非決定性が生ずるメカニズ、ムを考察し

た。具体的には，まず長期均衡経路の非決定性が生じる，すなわち長期均衡経路が複数現れるパラメー

タ空間を導き出した。そして，その際このパラメータ空間内においての均斉成長経路の安定性も検討

した。この分析を行うにあたって，本稿のモデルの長期均衡経路から得られたヤコビ行列の固有値の

符号条件を利用した。また同様の方法を利用して長期均衡経路がただ 1つのみ存在するパラメータ空

間も導出し，この場合の均斉成長経路の安定性も検討した。

今後の拡張の方向として次のことを考えていきたい。すなわち， NIESやASEAN諸国など高い経済

成長を遂げている国々では，「開発主義」といわれるようにその経済成長に関して政府が積極的な役割

を果たしている。だが，本稿では政府をモデルに組み入れることはできなかった。ゆえに，これから

の研究課題として政府をモデルに組み込むことで，以下の二点、を検討しようと考えている。第一点は

政府を入れることで各経済の成長経路がどう変わるかということであり，第二点、は政府を導入するこ

とが長期均衡経路の非決定性にどのような影響を与えるかということであるo
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